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証券コード 3985
2024年12月６日

（電子提供措置の開始日2024年12月２日）
株 主 各 位

東京都渋谷区渋谷二丁目12番19号
テ モ ナ 株 式 会 社
代表取締役社長 佐 川 隼 人

第16期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第16期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウ

ェブサイトに「第16期定時株主総会招集ご通知」及び「第16期定時株主総会その他の電
子提供措置事項（交付書面省略事項）」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト （https://temona.co.jp/ir/meeting/）

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情
報」「縦覧書類/PR 情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネット等による株主総会の議決
権行使をご活用ください。同封の議決権行使書用紙に賛否を表示してご返送になるか、
議決権行使書用紙に記載の当社議決権行使サイトにアクセスし、電磁的方法により行使
することができますので、電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご確認のう
え、いずれかの方法により、2024年12月23日（月曜日）午後６時30分までに、議決権
をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1.日 時 2024年12月24日（火曜日）午前10時（受付開始時間は午前９時30分）
2.場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号 渋谷東口ビル 1階

ＴＫＰガーデンシティ渋谷 ホールＡ
（ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3.目的事項
報告事項 １．第16期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）事業報告及び連結計算書類

並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第16期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。

・書面交付請求された株主へご送付している書面には、法令及び当社定款第17条の規定に基づ
き、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際
し、監査等委員会及び会計監査人が監査した書類の一部であります。
●事業報告
対処すべき課題
株式の状況
新株予約権等の状況
会計監査人の状況
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
会社の支配に関する基本方針
剰余金の配当等の決定に関する方針

●連結計算書類
連結注記表

●計算書類
個別注記表

・なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載
させていただきます。
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議決権行使のご案内
電子提供措置事項に掲載の「株主総会参考書類」をご検討いただき、以下の３つのいずれかの方
法にて議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

書面（郵送）により議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。議
決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り
扱わせていただきます。

行使期限 2024年12月23日（月曜日）午後６時30分到着分まで

インターネットにより議決権を行使される場合
パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://www.web54.net）にアクセスし、
同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただき、
画面の案内に従って賛否をご入力ください。

行使期限 2024年12月23日（月曜日）午後６時30分入力完了分まで
①株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様
には、議決権行使サイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承ください。

②株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株主様のご負担
となります。

④書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権行
使としてお取扱いいたします。また、インターネットによって複数回数、又はパソコン・スマートフォンで重複し
て議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時 2024年12月24日（火曜日）午前10時(受付開始:午前９時30分)
場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号渋谷東口ビル１階

ＴＫＰガーデンシティ渋谷ホールＡ
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
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インターネットによる議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
0120－652－031
（受付時間 午前9時～午後9時）

（フリーダイヤル）電話番号：

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移出来ます。

「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」

「ログイン」を
クリック

を入力

「初期パスワード」

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

を入力

― 4 ―

2024年11月21日 17時39分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



― 5 ―

事 業 報 告

（2023
2024

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、個人の消費回復やインバウンド需要の高まりによっ

て経済環境は緩やかな回復基調が続いているものの、不安定な国際情勢に伴うエネルギー価格
や原材料価格の高騰、円安の長期化などにより、景気の先行きは依然として不透明な状況が続
いております。
当社グループの事業に関連する国内電子商取引市場は、「令和５年度デジタル取引環境整備

事業（電子商取引に関する市場調査）」によりますと、2023年のBtoC-EC市場規模が前年比
9.23%増の24.8兆円、BtoB-EC市場規模が前年比10.7%増の465.2兆円となりました。また、
ECの普及率を示す指標であるEC化率（※１）も、BtoC-ECで9.38%、BtoB-ECで40.0%と増
加傾向が続いており、商取引の電子化は引き続き進展していくものと見込まれます。

このような経済環境のもと、当社グループでは、経済環境が不透明な中でも安定した収益を
確保しやすいサブスクリプションビジネスを総合的に支援し、顧客の事業成長に貢献し続ける
ことが成長の鍵だと考え、顧客の事業成長を支援する既存サービスの機能強化と販売を推し進
めるとともに、コスト構造の見直しや生産性の改善にも取り組んでまいりました。

当社グループの経営成績は、次のとおりであります。

当連結会計年度は、サービス利用アカウント総数や流通総額の減少、システムの受託開発収
益の伸び悩みやシステムエンジニアリングサービスの提供先減少等により、売上高は
1,825,900千円（前年同期比22.0％減）となりました。
売上原価は、受託開発収益の減少やシステムエンジニアリングサービスの提供先減少に伴う

外注費の減少等により、888,696千円（前期比19.8％減）となりました。
販売費及び一般管理費は、業務効率化や人員の適正再配置等により人件費・採用費が減少し

たこと等から、993,526千円（前年同期比24.5％減）となりました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、営業損失56,322千円（前年同期は営業損失83,730
千円）、経常損失58,094千円（前年同期は経常損失76,529千円）、EC支援事業にかかるソフト
ウエアの減損損失の計上及び税効果会計の影響により親会社株主に帰属する当期純損失は、
393,545千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失127,956千円）となりました。
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。

(a）EC支援事業
EC支援事業では、サブスクリプションビジネスに特化したECサイトを構成するシステムの

提供や、サブスクリプションビジネスの運営を支援する集客、顧客対応、ロジスティクスなど
に関連したサービスを提供しております。
EC支援事業におけるサービス別の業績を収益区分別に示すと次のとおりであります。

（単位：千円）

サービスの
名称 収益区分

前連結会計年度
（自 2022年10月１日
至 2023年９月30日）

当連結会計年度
（自 2023年10月１日
至 2024年９月30日） 増減額 増減率

（％）
金額 構成比

（％） 金額 構成比
（％）

a

サブスク
ストア

リカーリング収益 373,959 19.9 323,422 22.1 △50,536 △13.5
受託開発収益 223,422 11.9 31,377 2.1 △192,044 △86.0
その他収益 105,628 5.6 95,225 6.5 △10,403 △9.8

たまご
リピート

リカーリング収益 393,655 21.0 325,849 22.2 △67,806 △17.2
受託開発収益 − − − − − −
その他収益 47,547 2.5 34,230 2.3 △13,316 △28.0

小計 1,144,213 60.9 810,105 55.3 △334,107 △29.2

b 決済
手数料 GMV連動収益 479,135 25.5 426,456 29.1 △52,679 △11.0

c
その他

リカーリング収益 79,926 4.3 95,451 6.5 15,525 19.4
受託開発収益 125,496 6.7 104,955 7.2 △20,541 △16.4
その他収益 50,195 2.7 29,272 2.0 △20,923 △41.7

小計 255,618 13.6 229,679 15.7 △25,939 △10.1
合計（a+b+c） 1,878,967 100.0 1,466,240 100.0 △412,726 △22.0
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a.「サブスクストア」のサービス利用アカウント数は400件（前期比16.1％減）、「たまごリピ
ート」のサービス利用アカウント数は408件（前期比15.4％減）となり、これらのサービス
利用アカウント総数は808件（前期比15.7％減）となりました。アカウント数の減少からリ
カーリング収益（※２）は減少しており、「サブスクストア」のカスタマイズ等の受託開発
収益（※３）も伸び悩み、売上高は810,105千円（前期比29.2％減）となりました。

b.当社グループの提供するサービスに係る流通総額は、サービス利用アカウント総数の減少な
どから、1,241億円（前期比4.4％減）となり、GMV連動収益（※４）も、426,456千円
（前期比11.0％減）となりました。

c.リアル店舗向けのサービスである「サブスクアット」のアカウント数（契約法人数）が175
件（前期比2.8%減）、BtoB事業者向けのサービスである「サブスクストアB2B」のアカウン
ト数が21件（前期比4.5％減）となりアカウント数は微減となりましたが、期中の平均アカ
ウント数は前期比で増加したことから、リカーリング収益が95,451千円（前期比19.4％増）
に伸張しました。一方で、「サブスクアット」に付随するWebページ制作サービスが減少し
たことから、受託開発収益が104,955千円（前期比16.4％減）となりました。その結果、そ
の他サービスの売上高は、229,679千円（前期比10.1％減）となりました。

以上の結果、EC支援事業の売上高は1,466,240千円（前期比22.0％減）、セグメント損失
は38,773千円（前年同期はセグメント損失113,407千円）となりました。

（b）エンジニアリング事業
エンジニアリング事業では、株式会社サックルにおいて、システム開発の受託サービスや、

顧客にソフトウェアエンジニアのスキルを提供するシステムエンジニアリングサービスを提供
しております。
エンジニアリング事業においては、システム開発の受託サービスの伸び悩み、システムエン

ジニアリングサービスの提供先減少等により売上高は359,659千円（前期比22.2%減）、セグ
メント損失6,050千円（前年同期はセグメント利益32,493千円）となりました。

※１ EC化率 ：全ての商取引市場規模に対するEC市場規模の割合。
※２ リカーリング収益 ：利用した月に応じて定額で課金するサービスの収益。
※３ 受託開発収益 ：当社のシステムのカスタマイズなど、受託開発による収益。
※４ GMV連動収益 ：顧客の流通総額に連動して発生する収益。
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② 設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は117,791千

円であり、その主なものは、自社サービスの追加開発に係るソフトウエア投資117,176千円
であります。

③ 資金調達の状況
該当事項はありません。
なお、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と総額８億円の当座貸越契約を

締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入実行残高は200,000
千円であります。
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（2）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 13 期
(2021年９月期)

第 14 期
(2022年９月期)

第 15 期
(2023年９月期)

第 16 期
（当連結会計年度）
(2024年９月期)

売 上 高(千円) ― 2,253,812 2,341,027 1,825,900

経 常 損 失 （△）(千円) ― △194,390 △76,529 △58,094

親会社株主に帰属する当期純損失（△）(千円) ― △175,715 △127,956 △393,545

１株当たり当期純損失（△）(円) ― △16.50 △12.00 △36.84

総 資 産(千円) ― 2,306,147 2,254,539 1,541,557

純 資 産(千円) ― 1,201,034 1,091,382 700,567

１株当たり純資産額(円) ― 110.76 98.71 62.16
（注）１．第13期は連結計算書類を作成しておりませんので、記載しておりません。

２．第14期の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月
31日）等を適用しており、第14期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用
した後の数値となっております。

②当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 13 期
(2021年９月期)

第 14 期
(2022年９月期)

第 15 期
(2023年９月期)

第 16 期
（当事業年度）

(2024年９月期)
売 上 高(千円) 2,405,091 1,892,937 1,856,235 1,455,665
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△）(千円) 457,906 △125,920 △95,002 △38,789
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△）(千円) 290,299 △105,307 △130,278 △381,563
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）(円) 27.37 △9.89 △12.22 △35.72

総 資 産(千円) 2,188,967 2,082,946 2,101,243 1,459,783

純 資 産(千円) 1,361,331 1,271,441 1,159,467 776,969

１株当たり純資産額(円) 127.32 117.37 105.09 69.51
（注）第14期の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）

等を適用しており、第14期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
値となっております。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

AIS株式会社 40,000千円 97% Web広告
Web制作受託

株式会社サックル 35,000千円 100% システム受託開発
SES

（4）主要な事業内容（2024年９月30日現在）
当社は、「サブスクで世の中を豊かに」というパーパスを掲げ、サブスクリプションビジ

ネスを総合的に支援するサービスを提供しております。
主要な事業内容は以下のとおりであります。
事 業 区 分 事 業 内 容

EC 支 援 事 業

サブスクリプションビジネスに特化したECサイトを構成するシステ
ムである「サブスクストア」「たまごリピート」「サブスクアット」「サ
ブスクストアB2B」の提供や、サブスクリプションビジネスの運営を支
援する集客、顧客対応、ロジスティクスなどに関連したサービスを提供
しております。

エンジニアリング事業
株式会社サックルにおいて、システム開発を請け負うサービスや、顧

客にソフトウェアエンジニアのスキルを提供するシステムエンジニアリ
ングサービスを提供しております。

（5）主要な事業所（2024年９月30日現在）
① 当社

本社 ：東京都渋谷区
福岡事業所 ：福岡県福岡市

② 子会社
AIS株式会社 ：東京都渋谷区
株式会社サックル ：東京都千代田区
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（6）従業員の状況（2024年９月30日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

129名（10名） △31名（△５名）

（注） 従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に外数で記載しております。

② 当社従業員の状況
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

82名（５名） △29名（△２名） 32.02歳 3.73年

（注） 従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に外数で記載しております。

（7）主要な借入先の状況（2024年９月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 350,000千円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 150,005

株 式 会 社 り そ な 銀 行 119,258

（8）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社役員の状況
（1）取締役の状況（2024年９月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 佐 川 隼 人
取 締 役 本 多 渉 執行役員COO

取 締 役 内 藤 真一郎 株式会社ファインドスターグループ 代表取締役
株式会社ビジョン 社外取締役

取 締 役 荻 原 猛 株式会社ロケットスター 代表取締役社長
株式会社ロケットスターキャピタル 代表取締役

取締役（常勤監査等委員） 岡 田 理

取締役（監査等委員） 五十嵐 紀 代
森川法律事務所 代表
株式会社東陽テクニカ 社外監査役
インフォコム株式会社 社外監査役
株式会社サンリオ 社外監査役

取締役（監査等委員） 板 倉 奈緒子 板倉公認会計士事務所 代表
（注）１．取締役重井孝之氏は、2023年12月22日開催の第15期定時株主総会の終結の時をもって、任期満了に

より退任いたしました。
２．取締役内藤真一郎氏、荻原猛氏、岡田理氏、五十嵐紀代氏及び板倉奈緒子氏は、社外取締役でありま

す。
３．当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集及び重

要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするた
め、岡田理氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４．監査等委員五十嵐紀代氏は、弁護士資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を
有しております。

５．監査等委員板倉奈緒子氏は、公認会計士資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有しております。

６．当社は、社外取締役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

７．当社では、取締役の意思決定に基づき現場実務レベルでのより迅速で機動的な業務遂行を図るため
に、執行役員制度を導入しております。執行役員は３名であり、本多渉、沖崎真悟、石原雅大であり
ます。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。
その契約内容の概要は次のとおりであります。
会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失

がなかったときは、月額報酬の２年分の合計金額又は会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負担するものとする。

（3）補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結し、当該保険契約により被保険者の職務の執行につき、保険期間中の被保険者に対して
提起された損害賠償請求にかかる訴訟費用及び損害賠償等を補填することとしております。
ただし、被保険者の故意による法令違反、犯罪行為に起因して生じた損害等は補償されな

いなどの免責事由があります。
当該保険契約の被保険者は、当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員及び会社法上の

重要な使用人であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。
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（5）取締役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額

区分 員数 報酬等の総額 報酬等の種類別の総額
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（う ち 社 外 取 締 役）

５名
（２）

53,300千円
（7,200）

53,300千円
（7,200） ― ―

取締役（監査等委員）
（う ち 社 外 取 締 役）

３
（３）

11,400
（11,400）

11,400
（11,400） ― ―

（注）上記取締役の報酬等については、2023年12月22日開催の第15期定時株主総会の終結の時をもって退任し
た取締役１名を含んでおります。

② 取締役の報酬等についての株主総会に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、2022年12月23日開催の第

14期定時株主総会において、年額500,000千円以内（内、社外取締役分は10,000千円以
内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点での取締役（監査等委員である取
締役を除く）の員数は５名（うち、社外取締役２名）です。
また、当該報酬限度枠とは別枠として、2022年12月23日開催の第14期定時株主総会に

おいて、合計176,000千円を上限とする取締役（監査等委員である取締役および社外取締
役を除く。）を対象とした業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を設定
することについて決議いただいております。当該定時株主総会終結時点での取締役（監査
等委員である取締役および社外取締役を除く。）の員数は３名です。
監査等委員である取締役の報酬額は、2022年12月23日開催の第14期定時株主総会にお

いて、年額20,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点での監査等
委員である取締役の員数は３名です。
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③ 取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項
当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内容に係る決定

方針を、社外取締役から構成される評価委員会で審議の上で、取締役会において決議する
形で決定しております。取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内
容にかかる決定方針の内容は次のとおりであります。
ア．基本方針

企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する報酬水準・体系
とすることを基本方針としております。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報
酬としての基本報酬、業績連動型株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役に
ついては、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととしております。また、業績連
動型株式報酬は、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、
取締役が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業
績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。

イ．固定報酬に関する決定に関する方針
取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の固定報酬については、

社外取締役から構成される評価委員会を設置しており、同委員会において報酬等を審議
し、取締役会の決議により決定しております。監査等委員である取締役の報酬等につい
ては、株主総会の決議により承認された報酬総額の範囲内で監査等委員である取締役の
協議にて決定しております。なお、役職ごとの方針の定めはありません。

ウ．業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関する方針
当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の報酬は、固定報

酬と業績連動報酬で構成され、業績連動報酬については、当社の持続的な成長に向けた
健全なインセンティブが機能することを目的として決定しております。なお、監査等委
員である取締役および社外取締役の報酬は固定報酬のみになります。
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エ．業績連動報酬に係る指標、当該指標を選択した理由及び当該業績連動報酬の額の決定
に関する方法

業績連動報酬に係る指標は、下記長期業績目標のとおりであり、当該指標を選択した
理由は、当社の持続的な成長に向けたインセンティブとして、当社の業績及び株式価値
との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を
高めることを目的としております。なお、業績連動報酬額の決定は、業績目標の達成度
等に応じて決定いたします。長期業績目標は営業利益の達成として４段階に分けて設定
します。

Ⅰ．営業利益５億円の達成
Ⅱ．営業利益８億円の達成
Ⅲ．営業利益11億円の達成
Ⅳ．営業利益15億円の達成
なお、上記の営業利益には、取締役、執行役員および従業員に対し付与したポイント

に相当する費用を含みません。また、当期は営業損失であったたため、当事業年度に係
る業績連動報酬はありません。

オ．取締役の個人別の報酬等の決定に関する方法
当社の取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する

者は取締役会であり、その権限の内容及び裁量の範囲は、役員報酬制度及び水準並びに
報酬額等であります。また、指名・報酬委員会に相当する任意の委員会として社外取締
役から構成される評価委員会を設置しており、同委員会において取締役の報酬等の額を
審議し、取締役会に対して、その意見を答申することにより取締役会の意思決定を補佐
しているため、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

2024年11月21日 17時39分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



― 17 ―

（6）社外取締役に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役内藤真一郎氏は、株式会社ファインドスターグループの代表取締役、株式会社
ビジョンの社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
・取締役荻原猛氏は、株式会社ロケットスターの代表取締役社長、株式会社ロケットス
ターキャピタルの代表取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありま
せん。
・取締役（監査等委員）五十嵐紀代氏は、森川法律事務所の代表、株式会社東陽テクニ
カの社外監査役、インフォコム株式会社の社外監査役及び株式会社サンリオの社外監査
役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
・取締役（監査等委員）板倉奈緒子氏は、板倉公認会計士事務所の代表であります。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
出席状況及び発言状況等

取締役 内 藤 真 一 郎

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席いたしました。
出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な経験と幅
広い見識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行っておりま
す。

取締役 荻 原 猛

当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席いたしました。
出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な経験と幅
広い見識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行っておりま
す。

取締役
（監査等委員）岡 田 理

当事業年度に開催された取締役会18回の全て、監査等委員会14回
の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査等委員会
において、常勤監査等委員として当社取締役の業務執行状況を監
視し、適宜必要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員）五 十 嵐 紀 代

当事業年度に開催された取締役会18回の全て、監査等委員会14回
の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査等委員会
において、弁護士としての専門的見地から適宜必要な発言を行っ
ております。

取締役
（監査等委員）板 倉 奈 緒 子

当事業年度に開催された取締役会18回の全て、監査等委員会14回
の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査等委員会
において、公認会計士としての専門的見地から適宜必要な発言を
行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2024年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
契 約 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
の れ ん
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,177,213
910,419
156,748
42,540
69,492
△1,986
364,344
27,383
17,492
9,890

206,904
5,825

201,078
130,056

2,250
50,768
77,267
△229

流 動 負 債 539,775
買 掛 金 47,183
短 期 借 入 金 200,000
未 払 金 54,877
１年内返済予定の長期借入金 129,904
未 払 法 人 税 等 5,946
契 約 負 債 76,030
そ の 他 25,834

固 定 負 債 301,214
長 期 借 入 金 295,019
株 式 給 付 引 当 金 6,195

負 債 合 計 840,990
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 664,016
資 本 金 386,421
資 本 剰 余 金 377,973
利 益 剰 余 金 481,656
自 己 株 式 △582,035
新 株 予 約 権 34,438
非 支 配 株 主 持 分 2,112
純 資 産 合 計 700,567

資 産 合 計 1,541,557 負 債 純 資 産 合 計 1,541,557
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2023
2024

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,825,900
売 上 原 価 888,696
売 上 総 利 益 937,204

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 993,526
営 業 損 失 （△） △56,322

営 業 外 収 益
受 取 利 息 94
受 取 配 当 金 338
受 取 手 数 料 5
業 務 受 託 料 604
助 成 金 収 入 1,051
物 品 売 却 益 366
そ の 他 144 2,603

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,375 4,375

経 常 損 失 （△） △58,094
特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 6,968 6,968
特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 14,999
減 損 損 失 241,089 256,089
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （△） △307,215
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,280
法 人 税 等 調 整 額 80,984 86,264

当 期 純 損 失 （△） △393,480
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 65
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △393,545

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2023
2024

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本
新株予約権

非支配
株主持分 純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 386,421 376,421 875,201 △583,744 1,054,300 37,082 ― 1,091,382

当 期 変 動 額
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 1,552 1,552 1,552
親会社株主に
帰属する当期純損失（△） △393,545 △393,545 △393,545

自己株式の処分 1,708 1,708 1,708

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) △2,643 2,112 △530

当期変動額合計 ― 1,552 △393,545 1,708 △390,284 △2,643 2,112 △390,815

当 期 末 残 高 386,421 377,973 481,656 △582,035 664,016 34,438 2,112 700,567

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2024年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具、 器 具 及 び 備 品
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
破 産 更 生 債 権 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

864,035
703,556
103,851
56,972
1,641

△1,986
595,748
12,733
4,657
8,076
5,245
5,245

577,768
2,250

460,633
67,716
45,064

229
2,104
△229

流 動 負 債 456,609
買 掛 金 27,681
短 期 借 入 金 200,000
1年内返済予定の長期借入金 99,996
未 払 金 32,344
未 払 費 用 6,759
未 払 法 人 税 等 5,401
契 約 負 債 72,614
預 り 金 10,519
そ の 他 1,292

固 定 負 債 226,204
長 期 借 入 金 220,009
株 式 給 付 引 当 金 6,195

負 債 合 計 682,814
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 742,531
資 本 金 386,421
資 本 剰 余 金 376,421
資 本 準 備 金 376,421
利 益 剰 余 金 561,724
そ の 他 利 益 剰 余 金 561,724
繰 越 利 益 剰 余 金 561,724

自 己 株 式 △582,035
新 株 予 約 権 34,438
純 資 産 合 計 776,969

資 産 合 計 1,459,783 負 債 純 資 産 合 計 1,459,783
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2023
2024

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,455,665
売 上 原 価 641,235
売 上 総 利 益 814,429

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 857,361
営 業 損 失 （△） △42,931

営 業 外 収 益
受 取 利 息 74
受 取 配 当 金 337
受 取 手 数 料 3,605
業 務 受 託 料 3,388
そ の 他 328 7,734

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,591 3,591

経 常 損 失 （△） △38,789
特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 6,968
関 係 会 社 株 式 売 却 益 49 7,018

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 14,999
減 損 損 失 258,481 273,481

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △305,252
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 891
法 人 税 等 調 整 額 75,419 76,311

当 期 純 損 失 （△） △381,563
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2023
2024

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 386,421 376,421 376,421 943,287 943,287 △583,744 1,122,385 37,082 1,159,467

当 期 変 動 額

当期純損失（△） △381,563 △381,563 △381,563 △381,563

自己株式の処分 1,708 1,708 1,708

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △2,643 △2,643

当期変動額合計 ― ― ― △381,563 △381,563 1,708 △379,854 △2,643 △382,498

当 期 末 残 高 386,421 376,421 376,421 561,724 561,724 △582,035 742,531 34,438 776,969

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年11月19日
テモナ株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 村 知 弘 印
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 好 慧 印

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、テモナ株式会社の2023年10月１日から2024年９

月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、テモナ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年11月19日
テモナ株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 村 知 弘 印
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 好 慧 印

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、テモナ株式会社の2023年10月１日から

2024年９月30日までの第16期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2023年10月1日から2024年9月30日までの第16期事業年度における取締役
の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重
要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年11月20日
テモナ株式会社 監査等委員会
監 査 等 委 員 岡 田 理 ㊞
監 査 等 委 員 五十嵐 紀 代 ㊞
監 査 等 委 員 板 倉 奈緒子 ㊞

（注） 監査等委員岡田理、五十嵐紀代及び板倉奈緒子は、会社法第２条第15号及び第331条第
６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）全員（４
名）は、本総会終結の時をもって任期満了により退任となります。
つきましては、取締役４名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１

再任

佐
さ

川
がわ

隼
はや

人
と

（1980年１月29日）

2000年８月 平成コンピュータ㈱入社
2007年10月 グローバルデベロッパーズジャパン㈱取締役
2008年６月 ZUTTO㈱取締役
2008年10月 当社設立 代表取締役社長（現任）
2016年３月 ㈱gatz 代表取締役（現任）
2018年12月 一般社団法人日本サブスクリプションビジネス

振興会 代表理事（現任）

6,640,680株
（注）8

（取締役候補者とした理由）
佐川隼人氏は、当社設立時より代表取締役社長を務め、最高経営責任者と

して取締役会の決議を執行し、会社の事業を統括しております。これまでの
豊富な経験と実績に基づく強いリーダーシップと決断力により、当社の経営
を牽引することができると判断し、引き続き取締役として選任をお願いする
ものであります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

２

再任

本
ほん

多
だ

渉
わたる

（1974年１月８日）

2002年４月 ㈱ワークスアプリケーションズ入社
2018年９月 当社入社
2018年10月 当社 執行役員 エンタープライズソリューシ

ョングループ グループ長
2020年10月 当社 執行役員 サブスクストア事業本部 本部

長
2020年12月 当社 執行役員COO サブスクストア事業本部

本部長
2021年12月 当社 取締役兼執行役員COO（現任）

40,000株

（取締役候補者とした理由）
本多渉氏は、2018年に入社し、エンタープライズソリューショングループ

（現ES事業部）を立ち上げ、現在では最高執行責任者として事業を統括してお
り、当社の発展拡大に大きな貢献を積み重ねてまいりました。これらの豊富
な経験と実績に基づき、取締役として経営全般の重要事項について、適切な
意思決定及び職務執行の監督を果たすとともに、今後の当社の持続的成長に
貢献することが期待できることから、引き続き取締役として選任をお願いす
るものであります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

再任
社外
独立

内
ない

藤
とう

真 一 郎
しん いち ろう

（1967年６月13日）

1991年４月 ㈱リクルート人材センター(現㈱リクルートキャ
リア)入社

1994年10月 ㈱日本リモデル入社
1995年12月 ぺルソン・アンド・ぺルソンエンターテインメ

ント㈲(現㈱ペルソン)設立 取締役
1998年７月 ㈱アレスト(現㈱ファインドスター) 代表取締役
2009年７月 ㈱ＭＤＫ 代表取締役(現任)
2015年９月 スターアセットコンサルティング㈱ 代表取締

役(現任)
2015年11月 ㈱ファインドスターグループ 設立 代表取締役

(現任)
2016年３月 ㈱ビジョン取締役（現任）
2018年12月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱ファインドスターグループ 代表取締役
㈱ビジョン 社外取締役

―株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
内藤真一郎氏は、ＷＥＢマーケティングに関する豊富な経験及び長年にわ

たる企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。当社の
持続的成長を推進するにあたり、独立した立場から経営の監督と助言を行う
適切な人材であると判断しており、当社の経営に関する忌憚ないご助言を期
待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

４

再任
社外
独立

荻
おぎ

原
わら

猛
たけし

（1973年８月24日）

1998年４月 ㈲ブレイン入社
2000年６月 ㈱オプト（現㈱デジタルホールディングス）

入社
2006年４月 ㈱オプト（現㈱デジタルホールディングス）

執行役員
2010年１月 ソウルドアウト㈱ 代表取締役社長
2013年11月 ㈱電通デジタル・ネットワークス取締役
2019年３月 ソウルドアウト㈱ 代表取締役会長CGO
2022年７月 ソウルドアウト㈱ 取締役会長
2022年12月 当社取締役（現任）
2023年４月 ㈱ロケットスター 代表取締役社長（現任）
2024年５月 ㈱ロケットスターキャピタル 設立 代表取締

役（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱ロケットスター 代表取締役社長
㈱ロケットスターキャピタル 代表取締役

―株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
荻原猛氏は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しておりま

す。その経験などから当社の経営の透明性、客観性の向上に貢献いただける
とともに、当社の持続的成長を推進するにあたり、独立した立場から経営の
監督と助言を行う適切な人材であると判断しており、当社の経営に関する忌
憚ないご助言を期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

2024年11月21日 17時39分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



― 34 ―

（注） １．佐川隼人氏は、当社の経営を支配している者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．内藤真一郎氏及び荻原猛氏は、社外取締役候補者であります。
４．内藤真一郎氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会

終結の時をもって６年となります。
５．荻原猛氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結

の時をもって２年となります。
６．当社は、内藤真一郎氏及び荻原猛氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、月額報酬の２年分の合計金額又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い
額としており、両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

７．当社は、内藤真一郎氏及び荻原猛氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており
ます。両氏が再任された場合は、当社は引き続き独立役員とする予定であります。

８．佐川隼人氏の所有する当社の株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社gatzが保有する株式数
も含んでおります。

９．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、2025年５月に更新予定となっております。本議案でお諮りする候補者全員が承認された場合
は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時にお
いても同内容での更新を予定しております。
・被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

・填補の対象となる保険事故の概要
被保険者の職務の執行につき、保険期間中の被保険者に対して提起された損害賠償請求にかかる
訴訟費用及び損害賠償等を補填することとしております。

・役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
被保険者の故意による法令違反、犯罪行為に起因して生じた損害等は補償されないなどの免責事
由があります。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了により退任とな

ります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

再任
社外
独立

岡
おか

田
だ

理
おさむ

（1954年12月27日）

1979年４月 日立建機㈱入社
2004年10月 同社 営業統括本部サービス事業部長
2010年４月 同社 人材開発センタ長
2012年４月 同社 執行役経営管理本部長
2013年６月 同社 取締役監査委員長
2019年12月 当社監査役
2022年12月 当社取締役（監査等委員）（現任）

―株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
岡田理氏は、日立建機株式会社の監査委員長を５年間務められ、経営全般

の監視やコーポレート・ガバナンスの強化などに関する豊富な経験と幅広い
知見を有しており、当社の持続的成長を推進するにあたり、独立した立場か
ら経営の監督と助言を行う適切な人材であると判断し、監査等委員である社
外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

２

再任
社外
独立

板
いた

倉
くら

奈 緒 子
な お こ

（1978年７月13日）

2006年12月 あずさ監査法人（現有限責任 あずさ監査法
人）入社

2020年２月 板倉公認会計士事務所代表（現任）
2022年12月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2024年11月 ㈱バリューソフトホールディングス社外監査

役（現任）
（重要な兼職の状況）
板倉公認会計士事務所 代表

―株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
板倉奈緒子氏は、公認会計士としての会計や税務に関する幅広い知識や経

験を有しております。これらの豊富な経験から、当社の内部統制システムの
構築・運用状況の監督や財産の状況に関する監査等を独立した立場から実施
していただくことを期待し、監査等委員である社外取締役候補者といたしま
した。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

新任
社外
独立

柗
まつ

田
だ

由
ゆ

貴
き

（1977年４月17日）

2005年10月 弁護士登録
2016年１月 サンライズ法律事務所所属（現任）
2017年３月 株式会社日本アクア社外取締役
2017年５月 株式会社アズ企画設計社外取締役
2021年２月 日本弁護士連合会事務次長
2022年５月 株式会社アズ企画設計社外取締役（監査等委

員）
2023年３月 株式会社日水コン社外取締役（監査等委員）

（現任）
2023年３月 株式会社日本アクア社外取締役（監査等委員）

（現任）

―株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
柗田由貴氏は、弁護士としての法律に関する幅広い知識や経験に加え、他

社の社外取締役としての豊富な経験及び見識を有しております。これらの経
験や見識を活かし、独立した立場から監査等委員である取締役としての職務
を適切に遂行していただけるものと判断し、監査等委員である社外取締役候
補者といたしました。
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（注） １．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．岡田理氏は常勤監査等委員候補者であります。
３．岡田理氏、板倉奈緒子氏及び柗田由貴氏は社外取締役候補者であります。
４．当社は、岡田理氏及び板倉奈緒子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、月額報酬の２年分の合計金額又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い
額としており、両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

５．柗田由貴氏が監査等委員である取締役に就任した場合、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、月額報酬の２年分の合計金額又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のい
ずれか高い額とする予定であります。

６．当社は、岡田理氏及び板倉奈緒子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており
ます。両氏が監査等委員である取締役に再任した場合は、当社は引き続き独立役員とする予定であ
ります。

７．柗田由貴氏が監査等委員である取締役に就任した場合、当社は同氏を東京証券取引所が定める独立
役員とする予定であります。

８．岡田理氏の当社監査等委員である社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年であります。
９．板倉奈緒子氏の当社監査等委員である社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年であり

ます。
10．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し

ており、2025年５月に更新予定となっております。本議案でお諮りする候補者全員が承認された場
合は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時に
おいても同内容での更新を予定しております。
・被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

・填補の対象となる保険事故の概要
被保険者の職務の執行につき、保険期間中の被保険者に対して提起された損害賠償請求にかかる
訴訟費用及び損害賠償等を補填することとしております。

・役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
被保険者の故意による法令違反、犯罪行為に起因して生じた損害等は補償されないなどの免責事
由があります。
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【ご参考】取締役会のスキルマトリックスについて
当社は、当社グループの経営戦略に照らし、自らが備えるべきスキルを①企業経営②IT・開発③営業・マーケ

ティング④財務・会計⑤組織・人事労務⑥法務・リスクマネジメントの分野と定義しております。本議案が承認
可決された場合の取締役のスキルマトリックスは以下のとおりであります。

氏名 会社における地位 企業
経営

IT・
開発

営業・マ
ーケティ
ング

財務・会
計

組織・人
事労務

法務・リ
スクマネ
ジメント

佐川隼人 代表取締役社長 〇 〇 〇

本多渉 取締役兼執行役員COO 〇 〇 〇

内藤真一郎 社外取締役 〇 〇 〇

荻原猛 社外取締役 〇 〇 〇

岡田理 社外取締役
（常勤監査等委員） 〇 〇 〇 〇

板倉奈緒子 社外取締役
（監査等委員） 〇 〇

柗田由貴 社外取締役
（監査等委員） 〇 〇

（※）上表は、各候補者の役割に照らして特に発揮が期待される専門性・経験を記載しており、各候補者が保有する全ての知
見・経験を表すものではありません。

以 上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

東口

首都高
速3号

線渋谷
線

渋谷署前

ビックカメラ

ファースト
キッチン

かつや

渋谷局

東京スクールオブ
ミュージック
専門学校

渋谷アクシュ

宮益坂上
ENEOS

ＪＲ渋谷駅

ハチ公口 宮益坂口

東急

渋谷駅

出口B5

りそな銀行
渋谷ヒカリエ

宮益坂
UFJ信託

渋谷クロスタワー

ECC
外語学院

銀だこ

西口 渋谷署

渋谷ストリーム
明治通り

バス
ロータリー

TKPガーデンシティ渋谷
ホールＡ

山
手
線

Ｎ

青
山
通
り

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会場： 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号 渋谷東口ビル １階

ＴＫＰガーデンシティ渋谷 ホールＡ
電話番号 03−4577−9253

交通 ●ＪＲ山手線・埼京線・湘南新宿ライン「渋谷」駅
東口より徒歩３分

●東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線「渋谷」駅
B5番出口より徒歩２分

●東急東横線・田園都市線「渋谷」駅
ヒカリエ方面連絡通路より徒歩３分

●京王井の頭線「渋谷」駅
中央口より徒歩６分
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